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・研究目的 

本研究の目的は、新製品開発過程におけるイノベーション創出プロセスの機能と構造を分析し、その

環境下で製造業の技術開発者が陥り易い「思考の硬直化－既存の成果物を至高のそれであるかのごと

く思い込み、それ以上の追究を怠る心理行動、状態－」をいかに回避し、さらなるイノベーション創出に

向けた思考の活性化を持続させていくか、という課題に対する解を探索することである。本課題は、グロ

ーバルに事業を展開する多国籍企業にとっても、R&D 環境を取り巻く重要な問題の一つとなってきてい

る。 
・先行研究 

先行研究では、企業組織間における同形化要因の探索研究(DiMaggio and Powell,1983)や、単一

企業内における組織の硬直化現象の概念化(Barton,1992)の研究、硬直化を回避する組織内の緩や

かな繋がりの強みに関する研究(Granovetter,1973)、などに端を発し、これまでに、組織の非効率化現

象に関する多様な側面・次元からの研究アプローチがある。日本においてもこの組織の非効率化現象に

対し、組織社会科学から人的資源管理に至るまでの多様な研究アプローチから、研究がなされてきた

（榊原,1995；白木,2006；沼上,2007）。 

・研究課題 

本研究で取り扱う課題の領域は、企業の技術部門に属する技術開発者を主体とし、彼らが共通してイ

ノベーション創出時に陥る思考の硬直化現象、である。本研究の課題は以下 3 点である。 

①  イノベーション・プロセスの実態とはどのようなものか。 

②  技術開発者の思考の硬直化を誘発する要因とは何か。 

③  思考の硬直化を回避し、活性化するマネジメント要素、を探索する。 

・研究アプローチ 

本研究課題の解を導くにあたり、以下の 2 段階の研究アプローチを採用し、有効なマネジメント要素の

導出とそれらの有効性の検討に当たる。 

① イノベーション・プロセスの機能と構造上に関する既存研究の分析を行った上で、筆者の研究課

題と関連するマネジメント要素について導出する。 

② イノベーション創出に実績のある 3M 社の日本法人：住友スリーエム（株）（現 3M ジャパン）の新製

品開発に関する既存研究分析を踏まえた上で、同社に従事する技術開発者へのインタビュー・ア

ンケート調査、および分析を通じて、イノベーション・プロセスの実態と、①で検討したマネジメント

要素の有効性を検証する。 

・得られた結論 

	
 住友スリーエム（株）に従事する技術開発者へのインタビュー調査、アンケート調査の分析の結果、「ス

ポンサー」および「複数職務付与」という 2 つのマネジメント要素が、思考の硬直化の回避、活性化への

鍵となることが理解された。「スポンサー」とは、技術開発者の新製品開発活動の方向性を導き、後援す



る人材であり、「複数職務付与」とは、技術開発者個人に複数プロジェクトの担当が付与される職

務形態である。 

・残された課題と今後の研究領域 

本研究をさらに発展させるためには、イノベーション・プロセスのもう一方の重要な関与者であるマーケ

ティング担当者が、プロセスの中でいかに技術開発者と相互作用を繰り広げ、プロセス活性化を導くべき

であるか、という議論を整理することが重要となると考えている。この新たな領域への考察により、より全社

的な視点でのイノベーション・プロセス活性化に向けた管理メカニズムのモデル化が期待できる。さらに、

巨大多国籍企業としての 3M の構造的な特質を十分に考慮に入れた分析の重要性を指摘しておきた

い。 

今回の分析は、3M のエンジニアリング領域での事例分析に過ぎないが、今後予定している「マーケテ

ィング領域との連結」と「多国籍企業組織論的視点」の導入は、多国籍企業の文脈において有効なイノベ

ーション・プロセスの解明の一助ともなると考えている。 
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